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Ⅱ．事業の背景 

 

介護保険の下で提供される住宅改修（以下「住宅改修」という。）は、福祉用具の活用等とともに、

在宅高齢者の居住環境整備を図るためのサービスであり、介護保険の基本理念である「高齢者の自立」

の観点からも極めて重要なサービスである。 

しかしながら、他の介護サービスのように事業所指定制を採っていないことから、指定基準等の事

業者の指導根拠がなく住宅事業者の管理や提供されるサービスの質の確保が課題となっている。ⅰ） 

また、介護保険担当部署に住宅改修に対する専門職が配置されていないなどの理由もあって事業者

に対する指導が難しいことが指摘されている。ⅱ） 

厚生労働省社会保障審議会介護保険部会（以下、審議会）の意見※1）においても住宅改修事業者の

技術・施工水準のバラツキが大きいⅲ）という実態を踏まえ、市町村があらかじめ事業者の登録を行

ったうえで住宅改修費を支給する仕組みを導入できるようにする必要があるとされている。 

 

 

 

さらに、保険者側から住宅改修事業者に対しては「従業員の専門的知識・スキル」や「質の高い

工事の実施」が求められている。しかしながら、自治体において住宅改修事業者向けの研修を「実

施していない」割合がほぼ9割と、自治体としても事業者に対してフォローアップができていな

いのが現状といえる。 

※厚生労働省社会保障審議会介護

給付費分科会「参考資料 2 福祉用

具・住宅改修（参考資料）」（2016 年 7

月 20 日） P24 
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なお、自治体における支給申請に関する工事完了後の訪問による確認の状況においても「全く行

っていない」が4割以上で、全件行っている自治体は約1割で、特に規模の大きな自治体で確認

が行われていない傾向がある。 

また、住宅改修前後の利用者の生活の変化の確認等を行っているかについては、「行っていない」

がほぼ8割を占めており、やはり人口規模の大きな自治体において行われる割合が低くなってい

る。ⅰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省社会保障審議会介護

給付費分科会「参考資料 2 福祉用

具・住宅改修（参考資料）」（2016 年 7

月 20 日） P25 

※テクノエイド協会 平成 25 年

3 月「住宅改修の効率的・効果

的な実施方法に関する調査研

究事業」報告書 P31 

※シルバーサービス振興会 平成 26 年 3 月「住宅改修事業者の市区町村における状況把握、管理状況に関する調査研究事業」調査結果報告書 

P19～20 



3 

 

 

前述の通り、介護保険制度下における住宅改修給付の質の確保が困難な状況において厚生労働省は

給付申請を事前に切り替えたうえで「住宅改修理由書」の策定を義務づけ、住宅改修工事の実施前に

申請内容をチェックする仕組みを導入した。その施策による住宅改修の質の向上が期待されたが、全

ての課題解決には至っていないと考えられる。 

また、住宅改修費は償還払いのため、国保連合会に給付データの蓄積がないなど、工事価格等の取

引実態（給付総件数・総額以外）の把握が進んでいない状況にある。 

そのため、住宅改修工事価格等取引実態を把握する仕組みおよび改修工事価格や施工水準のバラツ

キを抑制し、利用者が適切な給付を受けるためには、どのような仕組みが考えられるかが、厚生労働

省審議会での論点としてあげられた。※2） 

   

 

 

 

 

 

 

さらに、住宅改修工事内容や価格を、保険者が適切に把握・確認できるようにするとともに、利用

者の適切な選択に資するための方策として、事前申請時に利用者が保険者に提出する見積書類の様式

（改修内容、材料費、施工費の内訳が明確に把握できるもの）を、国が示すことや、複数の住宅改修

事業者から見積りを取るよう、介護支援専門員（ケアマネジャー）が利用者に対し説明することとし

てはどうかといった点が厚生労働省審議会の論点としてあげられた。 

また、建築の専門職やＯＴ・ＰＴ・福祉住環境コーディネーター・その他住宅改修に関する知見を

備えた者が適切に関与している事例や、住宅改修事業者への研修会を行っている事例等、保険者の取

組の好事例を広く紹介してはどうかといった点も厚生労働省審議会の論点としてあげられた。※3） 

 

※厚生労働省社会保障審議会介護

給付費分科会「資料 2 福祉用具・住

宅改修」（2016 年 7 月 20 日） P7 
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一方、昨年度の調査研究事業ⅱ）における保険者へのアンケート調査の結果、各市区町村における

住宅改修の実態に関する資料や事例等についても全国的なデータが不足しているのが現状であり、実

際に住宅改修の事例を積極的に公開しているような市区町村は見られなかった。 

 昨年度の調査研究事業ⅱ）において保険者が取り組んでいる内容として多く見られたものは以下の

通りである。 

・利用者向けには、住宅改修制度および住宅改修事業についての説明やＱ＆Ａについて広報誌や 

ＨＰで公開。 

・介護支援専門員および事業者向けには、住宅改修事業説明会および研修会の開催、住宅改修の 

 手引き書を作成、住宅改修費受領委任払制度取扱登録事業者一覧についてＨＰ等で公開を行っ 

ている。 

しかし、利用者目線としては何を根拠に住宅改修業者を選んでよいのかが分かりづらく保険者側で

も整理されていないことから、住宅改修の情報が広く共有できるような情報公開の仕組みが望ましい

とされた。 

  

※厚生労働省社会保障審議会介護

給付費分科会「資料 2 福祉用具・住

宅改修」（2016 年 10 月 12 日） P6 
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なお、本事業を実施期間中に開催された厚生労働省審議会での「介護保険制度の見直しに関する意

見」※4）において、住宅改修の見積書類の様式（改修内容、材料費、施工費等の内訳が明確に把握で

きるもの）を国が示すことが意見としてあげられた。また、住宅改修に関する知見を備えた者が適切

に関与している事例等を、保険者の取組みの好事例を国が広く紹介することを通じて、これらの取組

みを全国的に広げていくことが適当であるとの意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

※1） 厚生労働省社会保障審議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」（2013年 12月 20日） 

※2)  厚生労働省社会保障審議会介護給付費分科会「資料2 福祉用具・住宅改修」（2016 年7月20日） 

※3)  厚生労働省社会保障審議会介護給付費分科会「資料2 福祉用具・住宅改修」（2016 年10月 12 日） 

※4)  厚生労働省社会保障審議会介護給付費分科会「介護保険制度の見直しに関する意見」（2016年 11月 25日） 

ⅰ）シルバーサービス振興会 平成 26年3月「住宅改修事業者の市町村における状況把握、管理状況に関する調査研究事業」 

報告書 

ⅱ）シルバーサービス振興会 平成 28年3月「 介護保険における福祉用具・住宅改修の価格等の実態に関する調査研究事業」 

報告書 

ⅲ）テクノエイド協会 平成 25年3月「住宅改修の効率的・効果的な実施方法に関する調査研究事業」報告書 

 

※厚生労働省社会保障審議会介護

給付費分科会「介護保険制度の見直

しに関する意見」（2016年11月25日） 

P30 


